商家における女主人の経営社会学的研究 : 昭和前期における大阪船場の商家を事例に by 荒木 康代 & Yasuyo Araki
－ 51 －
論 文 内 容 の 要 旨
　本論文は、商家経営における女性の位置とその役割の変遷をみることによって、近代経営とは異なる視点
から、 経営を社会学的に再考することを目的としている。それは、 近代社会が自明としてきた公私の分離（仕
事と生活の分離）を問い直すことによって、両者の分離によって成り立っている現代の経営について批判的
に検討することでもある。
　中野卓の商家同族団研究、宮本又次による豪商の経営史的研究をはじめとする商家経営研究においては家
父長的な「家」の経営に力点がおかれてきたために、女性はその経営の分析からははずされるか、補助的な
役割を持つ者として扱われてきた。つまり、そこでは公的領域は男性の領域であり、女性は家族や生活など
私領域であるという観点から、女性は経営そのものの分析の対象としては取り上げられてこなかったのであ
る。同様に労働という観点から、雇用労働者を主な対象領域とする女性労働研究においても、商家の女経営
者が取り上げられることはなかった。本論文は、その未開拓の分野に、日記などの一次資料の詳細な分析を
通して取り組んだものである。
　具体的には、大阪船場の戦前の商家、戦後の商店を事例にとりあげ、近代家族の主婦以前の商家商店の女
主人としての主婦像に的を絞って、彼女たちの役割を分析することによって、近代経営以前あるいは過渡期
の商家商店の経営について考察している。公私未分離な商家商店の主婦（女主人）には、近代主婦とは異な
る役割と商家という集団内外の人間関係があったからである。続いて、このような商家の主婦が近代経営へ
の移行の過程でどのように変容していったのかが分析され、商家経営から近代経営への変化によって、女性
が経営から排除されていったこととともに、近代以前の経営が内包していた「世話」という規範が抜け落ち
ていったことが明らかにされる。各章の具体的内容は以下の通りである。
　第１章「商家経営における女性」では、商家研究における女性についての言及を、中野卓や宮本又次らの
議論を整理した上で、女性史から商家女性についての研究をたどり、商家における女性の役割についての研
究史を概観する。２章「商家経営の近代化と女性の周縁化」では、商家の近代化、株式会社化による商家の
変化と戦後の商店の変化の歴史について考察することを通じて、商家経営から近代的経営の過程でどのよう
に女性が経営から排除されていったかを歴史的に考察している。商家から近代経営への変化は、近代家族
の誕生と並行しており、男性は公的領域、女性は家内領域と位置づけられることによって、女性が経営領域
から排除されていく過程でもあった。それとともに、 高度成長期に確立した性別分業イデオロギーの普及に
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よって、公的領域は男性の領域であり、女性は家庭内領域の存在であるということが自明視されるようになっ
ていったことが指摘される。
　３章以下では、２章までの大枠の議論を、商家内部の成員の女主人をめぐる諸関係の分析を通して、経営
における女主人の位置づけを詳細に記述する。戦前の商家の主婦（女主人）と男子店員の関係についての具
体的な事例を通して、戦前期の商家女性の役割について検討が加えられる。３章「「ごりょんさん」という
モデル」では、商家の元店員からの聞き取りをもとに、近代家族の主婦モデルとは異なる商家の主婦モデル
としての戦前の船場商家の女主人の事例を提示した。ここから浮かび上がるのは、商家店員の教育という女
主人の役割であった。それは、本家別家関係によって結びついた商家同族団において次代の商人および経営
者を育てるという点で商家経営において女主人が明確に位置づけられていたことを明らかにしている。
　４章、５章では、商家における女主人の役割や雇い人との関係を具体的な日常生活の視点から考察するた
めに、 昭和初期の商家の女主人の「日記」が分析される。４章「商家経営における「命令」と「世話」」では、
商家の生活における女主人と男性店員との関係から、女主人が男性店員に対して「指揮」「命令」する存在
であるとともに、｢世話 ｣する役割も担っていたことを明らかにする。５章「互酬的な「世話」」では、女
主人と女中との関係がとりあげられる。昭和期に入ってもなお商家の主婦は、多くの女中や店員を指揮、命
令する監督者であったが、それとともに、女中や元女中に対する世話という役割も担っていた。商家の店員
や女中に対する世話という規範は、公私未分離な商家の経営規範として内在化されたものであり、その役割
を中心的に担っていたのが、商家の女主人であったことが、女主人の記した日記から明らかにされる。
　６、７章は、そうした商家が、戦後の民主化、合理化の過程でどのように変容していくかに焦点が当てら
れている。６章「「自営」という選択」では、戦前戦後の２人の女性商業者から聞き取ったライフヒストリー
を中心に、商店の開業に対する女性の参画について考察される。事例からは、戦前の女性にとって自営業を
開業するというライフコースが存在するとともに、独力で商店を経営する女性が少なからず存在したことが
明らかになる。また、戦後の事例からは、夫婦による商店の開業に際して妻の資質や能力が開業の有無や業
種に大きく関係しており、商店にとって妻は決して夫の補助ではなく、経営におけるそれぞれの役割を分担
する共同経営者であることが示される。
　７章「商店経営と家族生活」では、戦後の「民主化」「合理化」を背景とした近代的経営への潮流のなか
で、商店の女主人は、店員との関係、そして店員を含めた家族生活との関係をどのように組み替えていった
のかが分析される。従来の商家制度が消滅する一方で、労働契約にもとづいた雇用慣行がいまだ根づかず混
乱する社会状況の中で、商店店員の「住み込み」制度はなお維持されていた。そのなかで、事例の女主人は、
従来の商家における主従関係とは異なる新たな形での世話という規範を経営体内に位置づけることによって、
経営者と店員の関係を再構築する姿が描かれる。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文は昭和戦前期から高度経済成長期以前の船場の中小商家経営における女性の役割とその変化を、日
記や関係者の聞き取りなどを通して、その具体的な姿を明らかにしたものであり、その貢献は次の２点に要
約できる。ひとつは経営において女性が果たしてきた役割を一次資料に基づいて記述し、可視化することに
よって、経営から女性が排除されていった過程を明らかにしたことである。もうひとつは、近代的な経営と
は異なる公私を混在させた形態に内在する「世話」という規範に光をあてることによって、公私分離を前提
として成り立っている近代の経営のあり方そのものを問い直す可能性を見いだしたことである。
　社会学における商家経営は家研究の一部として行われてきたし、経営史においてもまた豪商の経営体とし
ての家の規範や組織に焦点があてられてきたため、これまで経営研究において、女性が対象とされることは
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ほとんど無かった。経済や経営、労働領域は男性の領域であり、女性が受け持つのは家族や生活の領域であ
るという観点から経営や労働領域に女性は存在しない、あるいは存在したとしても男性の従属下における補
助的、周縁的存在と考えられてきたからである。また、これまでの女性労働研究においても主として雇用労
働に目が向けられてきたため、商家における女性経営者という視点は希薄であった。そこには、男は生産領
域、女は家内領域という性別分業イデオロギーと、労働＝雇用労働ととらえることによって職業と家族生活
を切り離す公私分離イデオロギーという、近代のイデオロギーが強く反映されてきた。その結果、女性が経
営体という組織内において経営するという立場に立つことはありえない、あるいはきわめて特殊事情におけ
る事柄と考えられてきたため、経営する女性の存在を見えなくさせてきた。近年の社会史や女性史の知見は、
欧米においても日本においても、近代以前には女性も男性と共同して経営に参加していたことを証明したが、
このような指摘が経営・労働領域の研究に必ずしも生かされず、近代経営との関連で捉えられることも少な
かった。本論文の第一の貢献は、一次資料を発掘することで、商家経営に関する経営・労働領域に照準した
従来の研究の弱点を補い、あらたな研究領域を見いだしたことにある。
　近代経営と近代家族は、経営体から家族生活を分離させることによって生み出されてきたことは明らかに
されてきたが、本論文では、商家経営を総体としてみた場合、近代経営では経営から抜け落ちてしまった女
性が、それ以前には経営に中心的に関わっていたこととともに、その関わり方が発見されていく。たとえば、
近代経営からの女性の排除が、近代以前の経営が内包していた「世話」「配慮」という経営規範を非合理的
なものとして経営から放逐することによって成り立ったという指摘もそのひとつである。経営における世話
や配慮は、集団成員の生計の安定にとどまらず、育児や介護といった生活労働に対する世話や配慮も含まれ
ていた。それが公私未分離な商家経営における規範であった。つまり本論文の第二の貢献は、経営体からの
家族生活の分離が近代経営と近代家族を生み出したというときの、分離の過程をより具体的かつ詳細に分析
し、それを近代経営における「世話」「配慮」というような規範の欠落として描き出したことである。
　さらに本論文は、新自由主義化と労働の規制緩和による経営の効率化・合理化によって、経営体から生活
の経済的保障という最低限度のケアさえ急速に消失している今日、近代的経営に対抗する経営のあり方とし
て世話を内包する公私混在した経営に可能性を見出そうとする議論を試みる。そして、公私混在した形態の
可能性を模索することが、すでに存在する小規模零細経営が近代経営をめざすことなく今後の競争状況を生
き残っていく方策であるとともに、事業経営にとどまらないより広い集団・組織にもあてはめることができ
る新たな経営原理にもなりうるのではないかとも主張する。しかし、それを本論文の第三の貢献とするには、
前近代と近代とのあいだで性別分業と公私分離をせざるをえなかった経営について、より詳細な論証と経営
学に踏み込んだマクロな分析とが必要となろう。その論証が十分ではないため、７章までの詳細な論証と結
章との間の論理的つながりが弱い（ことは口頭試問においても指摘された）。「世話」と経営組織の関係を「女
性」の視点から論じるという観点からは、日本の戦後の経済成長を支えた「モデル」としての「会社主義」
的な経営形態、つまり福利厚生を手厚く担う「家族経営的な企業組織」の検討も不可欠となろう。
　上記のようなマクロな経営の分析の方向ではなく、「世話」という規範を支えている社会関係をより詳細
に分析することにより大きな可能性があるだろう。たとえば船場の商家で働く店員の多くが、船場の商家主
人やその先祖の出身地である農村の出身者であることなどに注目すれば、今後は都市と農村の関係をこの議
論のなかにいれてみる必要がある。このように商家経営のあり方に内在する論理、組織原理を、新しい史料、
資料の発掘を通してすすめて行くことが期待される。
　以上、本審査委員会は、本学位論文の内容と研究活動を慎重に審査し、2009年９月28日に行われた公開の
最終審査面接の結果をも加味して判断し、荒木氏は博士（社会学）の学位を授与するのにふさわしいとの結
論を得たのでここに報告する。
